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Ⅰ は じ め に
本稿は, 変化を好まなかった日本が, 長期にわたる日本経済の閉塞感を打
ち破り変革を試みている現状を具体的に分析し, その問題点と対策を考察す
るものである。中でも, インターネットを中心とした最新の情報技術を活用
した新しいビジネスは, 従来の常識では考えられない効果や低価格をもたら
すものが多く, ビジネスモデル特許を取得し実際のビジネスで成功している
ものも少なくない１）～７）。
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──知的財産戦略からみた企業の付加価値源泉の変化と
それに適合した複能型人材の育成に関する考察──
村 山 博
Ⅰ はじめに
Ⅱ 企業の経営・会計・人事部門におけるビジネスモデル特許
Ⅲ 企業の販売・在庫・物流部門におけるビジネスモデル特許
Ⅳ 製造業における付加価値源泉の変化
Ⅴ 経営・IT・知財の複能型人材の育成
Ⅵ まとめ
しかし, 1999年に起こったビジネスモデル特許ブームでは, 多くの企業や
個人発明家が熱狂的に特許出願を競ったが, 現在ではそのビジネスモデル特
許の取得活動は沈静化し, ブームは終焉したかに見える。筆者は, この現象
を新しいビジネスモデルの創造活動が少なくなったため特許出願が減少した
のではなく, 新しく創造したビジネスを特許出願する人材が少ないためであ
ると考えている。
中でも, 営業や販売などの実際のビジネスを熟知する事務系社員（文科系
社員）が, 主体となってビジネスモデル特許を出願しなければならないにも
かかわらず, この事務系社員は今まで特許と無縁な業務を担当し知的財産の
教育を受けたことがないことから, ビジネスモデル特許の取得活動が十分に
推進できない企業が少なくない。また, 画期的なビジネスモデルを創造して
おきながら, 排他的独占権の取得をあきらめている企業が多いと考えられる。
ビジネスモデル特許を戦略的に取得するには, 知的財産や情報技術に関する
知識を持った事務系社員の育成が極めて重要である。
筆者は, 多くのビジネスモデルの研究の結果, 新しく創造したビジネスモ
デルの特許取得には, 経営と知財と IT（情報技術）とを持った複能型人材
の育成と, 異質な分野を融合させる能力を持った学際型コーディネータの育
成が不可欠であるという結論に達した。しかし, 現在の大学における学部や
学科毎の硬直化したカリキュラムでは, これらの人材を育成することは非常
に困難である。そこで, 本稿はビジネスモデル創造のために不可欠な複能型
人材や異質な分野を融合させた学際型コーディネータを育成する教育プログ
ラムを考察し, 日本経済の再発展のためのビジネス・イノベーションを提案
するものである。
Ⅱ 企業の経営・会計・人事部門におけるビジネスモデル特許
図１は, 経営に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した結
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7）岩崎博充『ビジネスモデル特許の基本と仕組み』BMP戦略研究会
果である。1993年から2000年までの８年間はほとんど変化がないが, 2001年
と2002年は経営に関するビジネスモデル特許が急激に増加している。図18は
今回の調査対象の推移を示しているが, 特に変化がないことから経営に関す
る特許だけが急増していることは明確である。
なお調査方法は特許庁ホームページの公開特許検索を利用した８）。
株式会社リコーの桧垣和男らは, 公開特許『経営状況予測方法』９）におい
て不確定要素を数値化した係数を年度ごとに設定し, 不測の事態が発生して
も適切な対応によって中期経営戦略を達成し, 確実な企業活動が図れる経営
方法を提案している。不測事態には, 大きな環境の変化, 業績の予測と実績
の大きな乖離, 競合他社による画期的な新製品発売, 製品コストの上昇及び
地震や火災による生産の停止などがあり, この提案は不測事態発生時の経営
状況の再予測を行うために, 目標値の再設定後の経営状況を図表化する経営
方法である。また, 平川梨花らは, 公開特許『経営情報のシミュレーション
方法』10）において, 多品目の損益分岐点分析のシミュレーションを行う際に,
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図１ 経営特許の急増
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売上額の構成要素である売値や売上数をシミュレートし, 多品目の損益分岐
点分析を行う経営方法を提案している。
図２は, インターネットを活用した経営戦略に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。1999年から2002年までの４年間は,
経営戦略に関する特許が急激に増加している。
ニッセイアセットマネジメント株式会社の三上陽久らは, 公開特許『ポー
トフォリオにおけるリバランス戦略の優劣判定システム』11）において, ポー
トフォリオにおける資産毎のベンチマークのリターンを記憶し, ポートフォ
リオ全体の時価と資産の時価構成比に基づいて, リターンとリスクをシミュ
レーションし, ポートフォリオ時価残高をインターネットに接続することに
より, 各種のリバランス戦略の優劣を判定する経営戦略方法を提案している。
また, 株式会社日立製作所の小島東作らは, 公開特許『最適リスクマネジメ
ント制御方法および最適リスクマネジメント制御装置』12）において, 企業経
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図２ 経営戦略特許の急増
特許公開年
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営における戦略資産計画及びリスク／リターンの制御の計画と期待効果をリ
スク／リターン分析する総合的なリスク管理を行う経営戦略方法を提案して
いる。
図３は, ナレッジ・マネジメントに関するビジネスモデル特許を1993年か
ら10年間調査した結果である。2000年から2002年まではナレッジ・マネジメ
ントに関する特許が急激に増加している。
株式会社野村総合研究所の新井朗らは, 公開特許『ナレッジ・マネジメン
ト・システム』13）において, 各種のナレッジデータを記憶管理するナレッジ
データベースを使って配信要求者にインターネットで配信し, 高付加価値情
報を効率的に共有できる新しいナレッジ・マネジメント・システムを提案し
ている。また, 日本電気株式会社の飯田真史らは, 公開特許『ナレッジ・マ
ネジメント・システム及びその運用方法』14）において, 営業担当者が携帯通
信端末から検索操作を行うことにより, 必要な情報が配信されるナレッジ・
マネジメント・システムを提案している。
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図３ ナレッジ・マネジメント特許の急増
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図４は, ライセンス・マネジメントに関するビジネスモデル特許を1993年
から10年間調査した結果である。2001年と2002年はライセンス・マネジメン
トに関する特許が急激に増加している。
株式会社日立製作所の伊藤文子らは, 公開特許『ライセンス管理方法及び
ライセンス管理システム』15）において, インターネットを利用して個々の製
品に識別コードをつけることにより不正使用を防止し, 使用状況にあわせた
ライセンス料金を算出するライセンス・マネジメントを提案している。また,
丸山隆一らは, 公開特許『ライセンス商品取引システム』16）において, ライ
センス商品関連情報を載せたホームページを作成してインターネットでオン
ライン公開し, 販売者と購入者と集配者との三者間の商品取引に関する業務
を代行する新しいライセンス・マネジメントを提案している。このライセン
ス・マネジメントは, 高い信頼性の商品の取引業務を安全に行え, 取引に要
する時間や経費を削減する効果がある。
図５は, 会計に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した結
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図４ ライセンス・マネジメント特許の急増
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果である。1999年から2002年までの４年間は, 会計に関する特許が急激に増
加している。
宗平聖士郎らは, 公開特許『分散会計データ入出力システム』17）において,
インターネットに接続されたサーバー内のアクセス制限された領域に会計デ
ータを保存し, そのデータを会計事務所側から入出力するとともに, 簡単に
インターネットにて入出力フォーマットをカスタマイズできるようにした分
散会計システムを提案している。
また, 財団法人日本不動産研究所の山本卓らは, 公開特許『時価会計投資
不動産評価システム, 時価会計投資不動産評価方法および時価会計投資不動
産評価プログラム』18）において, 不動産の属性に対応付けた標準的賃料水準
と不動産の資料から算出した実際実質賃料を比較し, 実際実質賃料が妥当な
値であるか評価し, 不動産毎に総費用と総合還元利回りを査定し, 総収益と
総費用とに基づく純収益を査定し, 更に純収益と総合還元利回りとに基づく
直接還元法による収益価格を査定し, その収益価格を用いた評価調書を作成
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17）特開2002-269218
18）特開2002-312574
図５ 会計特許の急増
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する会計システムを提案している。
図６は, 人事管理に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査し
た結果である。1999年から2002年までの４年間は, 人事管理に関する特許が
急激に増加している。
株式会社コナミコンピュータエンタテインメント東京の佐々木周介らは,
公開特許『人員配置支援システム』19）において, 人員が未だ業務を割当てら
れていない時期と既に業務を割当てられている時期を表す業務時期情報と,
人員割当ての対象業務の時期に関する要求時期情報をデータベースに記憶し,
効率的に人員を選出する人員配置支援システムを提案している。また, 三和
企業株式会社の柴田和義らは, 公開特許『経営・人事情報共有システム』20）
において, 企業内の一元的なデータベースから従業員の業務計画や業務内容
に関する情報をネットワーク端末により受信でき, 自らの業務目標と自己申
告を企業のデータベースに発信し, 全従業員が見守る中で自己の業務に対す
る評価を受信する人事システムを提案している。
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19）特開2002-10916
20）特開2002-297842
図６ 人事管理特許の急増
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図７は, アウトソーシングに関するビジネスモデル特許を1993年から10年
間調査した結果である。2001年と2002年はアウトソーシングに関する特許が
急激に増加している。
株式会社ハイテックの平尾涼子らは, 公開特許『アウトソーシング企業評
価方法, アウトソーシング企業評価システム, 及びサーバー』21）において,
アウトソーシング企業を利用する企業のために, インターネットを使い優良
なアウトソーシング企業を選別するアウトソーシング企業評価システムを提
案している。また, 日本電気株式会社の名取香らは, 公開特許『家計アウト
ソーシングシステム, 家計アウトソーシングシステム方法および家計アウト
ソーシング用プログラムを記録した記録媒体』22）において, 金融機関の預貯
金情報やローン情報を含む取引情報と, クレジットカード決済や公共料金決
済を含む取引情報を, インターネットを利用してデータセンターに送信する
アウトソーシング会計システムを提案している。
図８は, 人材採用ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から10年
経営情報イノベーション研究(その１) 13
21）特開2002-334202
22）特開2002-123782
図７ アウトソーシング特許の急増
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間調査した結果である。2001年と2002年は人材採用に関する特許が急激に増
加している。
株式会社野村総合研究所の郭昂は, 公開特許『年俸交渉支援システム』23）
において, 年俸交渉期間, 権利行使時期, 権利行使年俸, 被採用者の初期の
年俸を入力し, 入力された変数に基づいて被採用者の各期末における年俸を
算出することにより, 採用した人材が突然転職することにより採用者に生ず
るリスクを算出し, 算出したリスクを考慮しながら年俸交渉を行うことがで
きる年俸交渉支援システムを提案している。また, 株式会社インタービジョ
ンの小林惠智らは, 公開特許『インターネット利用人材活用システム』24）に
おいて, 参画企業からの種々の業務案件と人材データベースを照合すること
により, 企業の経営戦略の遂行上, 必要かつ的確な人材を速やかに確保する
インターネットを活用した人材活用システムを提案している。
図１～図８に示したように, 製造業における経営, 人事, 会計などの上流
部門に関する特許が急増していることが判明した。一般的に, ビジネスモデ
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第３号14
23）特開2002-269302
24）特開2002-041728
図８ 人材採用特許の急増
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ル特許は, 今まで特許に縁がなかった銀行や保険会社による情報技術を利用
した業務改善と考えられていたが, 上記の特許は企業経営の単なる改善では
なく, 製造業における経営ビジネスモデルを大きく変革するものが少なくな
い。
上記の特許が示すように, インターネットが企業の社内稟議方法や意思決
定システムを変え, 情報収集, 情報検索, 情報伝達を変え, 社会のスピード
を加速させたため, それに適合した「企業経営変革型ビジネスモデル」を提
案するものが多い。特に, 速い経営スピードに対応する「戦略的アウトソー
シングビジネスモデル」の提案やインターネットの情報共有を活用した「透
明性と開放性に優れた人事管理ビジネスモデル」の提案が注目される。更に,
インターネットが人間の知恵だけで競争する時代を切り開いたため, それに
適合する「イノベーション創造型経営ビジネスモデル」の提案が少なくない。
Ⅲ 企業の販売・在庫・物流部門におけるビジネスモデル特許
図９は, インターネットを活用したマーケティングに関するビジネスモデ
ル特許を1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002年はマーケテ
ィングに関する特許が急激に増加している。
バディ・コミュニケーション株式会社の小林正明らは, 公開特許『ネット
ワークを利用したマーケティング・システム』25）において, インターネット
のウェブサイトの顧客行動履歴を有効利用するマーケティング・システムを
提案している。これは, 顧客行動データの統計処理をネットワークで行い,
発信するコンテンツを顧客毎にカスタマイズし, 収集した顧客に関する情報
を分析してマッチングルールを作成することより, マーケティングを効率化
する効果がある。
図10は, インターネットを活用した営業管理に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。2000年から2002年までの３年間は,
経営情報イノベーション研究(その１) 15
25）特開2002-092284
営業管理に関する特許が急激に増加している。
本田技研工業株式会社の高倉敬司らは, 公開特許『営業支援システム』26）
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第３号16
26）特開2002-197257
図９ ネット活用によるマーケティング特許の急増
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図10 ネット活用による営業管理特許の急増
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において, 商品購入に関する顧客データベースとインターネット上に公開す
る企業ホームページのログ情報に基づいて顧客毎のウェブ行動履歴と顧客の
ニーズ特性を分析し, 顧客に対する働きかけタイミングを判断する顧客理解
エンジンを備えた営業支援システムを提案している。また, 三洋電機株式会
社の高崎久志らは, 公開特許『営業支援システム及び顧客管理方法』27）にお
いて, 営業支援サーバーを使用したネットワークを介して取引先の営業情報
を共有でき, 営業業務の効率化と営業判断への迅速なフィードバックが可能
な営業支援システムを提案している。
図11は, インターネットを活用した販売管理に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002は販売管理に関する
特許が急激に増加している。
株式会社レカムジャパンの伊藤秀博らは, 公開特許『通信ネットワークを
用いた店舗の販売管理システム』28）において, 商品の調達, 仕入れ, 配送を
本部で一括管理するフランチャイズ店の店舗情報データベースと顧客情報デ
経営情報イノベーション研究(その１) 17
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図11 ネット活用による販売管理特許の急増
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ータベースと商品情報データベースを使い, 顧客管理, 受注管理, 仕入管理,
支払管理, 売上管理, 入金管理などを行う販売管理システムを提案している。
また, 三菱電機株式会社の鶴田環らは, 公開特許『販売管理システムおよび
販売管理方法』29）において, 無線ネットワークを介してメインコンピュータ
と接続することにより, 複数の自動販売機を低コストで迅速に管理すること
ができる販売管理システムを提案している。
図12は, インターネットを活用した調達に関するビジネスモデル特許を
1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002年は調達に関する特許
が急激に増加している。
三菱重工業株式会社の西邑雅史らは, 公開特許『ネットワークを利用した
資材調達システム』30）において, インターネットで資材供給群を構築するこ
とにより関係する部署と取引先からの幅広い意見収集を可能とし, これに基
づいて最終の調達先を決定する資材調達システムを提案している。また, 九
州日本電気株式会社の木崎健司らは, 公開特許『ネットワークを利用した資
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第３号18
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図12 ネット調達特許の急増
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材調達方式』31）において, 発注者業務の効率化と受注者業務の主体化を両立
し, 発注者と受注者の相互の業務を簡略化するネットワークを利用した資材
調達システムを提案している。
図13は, インターネットを活用した電子商取引に関するビジネスモデル特
許を1993年から10年間調査した結果である。2000年から2002年までの３年間
は, 電子商取引に関する特許が急激に増加している。
株式会社日立製作所の北村浩一らは, 公開特許『電子商取引システムおよ
びその方法』32）において, 購入者と販売者をネットワークで結び, 送信を受
けた製品を複数の通貨で価格を表示することにより, 製品を最も安い価格で
購入できる電子商取引システムを提案している。また, 松下電器産業株式会
社の阪野恵市らは, 公開特許『電子商取引における購入代行システム』33）に
おいて, ユーザーが購入代行会社に仮想商店の商品の購入代行依頼を行い,
購入代行会社が仮想商店に対して商品の購入を申し込むことにより, 従来の
経営情報イノベーション研究(その１) 19
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図13 電子商取引特許の急増
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ようにクレジットカード番号をインターネットから送る必要をなくし, 個人
情報の漏洩する危険性を減少させた電子商取引を提案している。
図14は, インターネットを活用した在庫管理に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002年は在庫管理に関す
る特許が急激に増加している。
株式会社島津製作所の杉岡幹生らは, 公開特許『在庫管理システム』34）に
おいて, インターネットを介して部品メーカーに適正量を発注する在庫管理
システムを提案している。この在庫管理システムは, 在庫量が発注点を下回
った時点で自動的に警告メッセージを出し, 部品メーカーに自動的に発注す
ることを特徴とする。また, 丸紅株式会社の渡辺誠らは, 公開特許『中間流
通在庫品販売方法及びそのプログラムを記録した記録媒体』35）において, 買
い手がインターネットを介して希望する商品を発見した場合, 買い手に対し
て在庫場所, 在庫数, 在庫品の品質情報などをインターネットにより効果的
に提示して販売する在庫品販売方法を提案している。
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第３号20
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図14 ネット活用による在庫管理特許の急増
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図15は, インターネットを活用した納期管理に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。2000年から2002年までの最近の３
年間は, 納期管理に関する特許が急激に増加している。
日本電気株式会社の清水保彦らは, 公開特許『海外生産における納期管理
システム』36）において, 発注元が海外の生産拠点に製品を発注した場合に,
間に立つ各種業者に一々確認を取らないでも, 発注から納品までの進捗状況
を管理できる海外生産ネットワークによる納期管理システムを提案している。
図16は, インターネットを活用した流通管理に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002年は流通管理に関す
る特許が急激に増加している。
ソニー株式会社の中村好行らは, 公開特許『商品流通システム』37）におい
て, ユーザーがレンタルショップや通販ショップに容易に接続して在庫や価
格を確認して予約や注文を行い, 商品の授受を確実に行うことができる商品
流通システムを提案している。また, フリーフェイス有限会社の寺岡伸明は,
公開特許『コンピュータ通信ネットワークを利用した商品流通システム』38）
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図15 ネット活用による納期管理特許の急増
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において, 購入者は通信端末に接続して商品を注文することができ, 販売者
はサーバーを介して製造者に商品の発注を行うことができ, 製造業者はサー
バーを介して受注することができ, 販売者が製造業者に発注した商品が販売
者に納品されると在庫数を自動更新することができる商品流通システムを提
案している。
図17は, インターネットを活用した物流管理に関するビジネスモデル特許
を1993年から10年間調査した結果である。2001年と2002は物流管理に関する
特許が急激に増加している。
株式会社日立製作所の下出新一らは, 公開特許『物流サービス提供システ
ム』39）において, 需要家に提供される物流に伴う環境への影響度合いから需
要家が物流方法を選択できるようにして, 需要家が環境保全へ対応できるネ
ットワーク物流システムを提案している。また, 株式会社野村総合研究所の
加賀達志らは, 公開特許『物流支援システム』40）において, 企業の外交員に
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第３号22
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図16 ネット活用による流通管理特許の急増
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インターネットを使用して配送要求荷物を効率的に受け渡すための物流支援
システムを提案している。
図９～図17に示したように, 販売, 営業, 物流などの製造業の下流部門に
関する特許が急増していることが判明した。従来, 企業の付加価値や競争力
の源泉は製造部門や研究開発部門であったが, 多くの企業はその源泉を下流
経営情報イノベーション研究(その１) 23
図17 ネット活用による物流管理特許の急増
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図18 調査対象特許の推移
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部門に求め始めており, いわゆる製造業のサービス業化を志向していると考
えられる。上記の特許は, 通常の製造業における販売, 営業, 物流などの周
辺ビジネスを変革するものであり, 企業の経営情報を活用したイノベーショ
ンを考える上で注目すべき現象である。
インターネットが企業の付加価値創造を下流部門や広く企業外に拡大する
ことを容易にしたため, これに適合した「ネットワーク型ビジネスモデル」
の提案が多い。中でも, インターネットが顧客の行動履歴を的確に把握する
ため, 個々の顧客の行動に沿った「カスタマイズ型ビジネスモデル」の提案
が多い。更に, インターネットが国という概念のないグローバル化を加速さ
せ国境を消滅させたため, これに適合した「グローバル型ビジネスモデル」
を提案するものもが比較的多い。
更に, インターネットが製造や販売に関する多くの情報を顧客にもたらし,
製造された商品を選択するだけの顧客から自ら商品製造に参画する顧客へと
進化させたため, 今までにない顧客と製造業者との「コラボレーション型ビ
ジネスモデル」を提案するものが少なくない。
Ⅳ 製造業における付加価値源泉の変化
今まで特許とは無関係であった銀行, 証券会社, 商社, 小売業者, 保険会
社などによる特許が, いわゆるビジネスモデル特許のように考えられる場合
が多い。しかし, Ⅱ章とⅢ章で説明したように, 製造業の生産や研究開発以
外の部門におけるビジネスモデル特許も比較的多いことが判明した。
すなわち, 従来, 生産や研究開発部門だけが製造業における特許の源泉で
あったが, 最近では経営・会計・人事部門に関するビジネスモデル特許の出
願や, 販売管理・在庫管理・物流管理部門に関するビジネスモデル特許の出
願が急増し, 製造業の知的財産の源泉が経営・会計・人事などの上流と販売
・在庫・物流などの下流に拡大していると考えられる。これは, 知的財産の
源泉だけに留まらず, 製造業における付加価値や企業競争力を生み出す源泉
が製造業の下流や上流に移動していることを現している。
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従来, 生産部門は生産効率向上や商品歩留向上により製造コストを削減し,
研究開発部門も新商品開発や新技術開発によるシェアアップにより収益拡大
成果をもたらした。しかし, 現状では, 生産部門におけるコスト削減と研究
開発部門における新商品開発に残された課題は, 費用対効果の面から疑問視
されるものが少なくなく, 企業の多くは付加価値の源泉を投資効率の良い販
売・在庫・出荷・物流部門と経営・会計・人事部門に移し, 在庫削減や物流
コスト削減と経営の効率化やスピード経営に経営資源を集中しようとしてい
る。
製造業の上流部門におけるビジネスモデル変革は, 他の部門の改革に比べ
企業に及ぼす影響が大きく, 的確な変革が実施されれば多大な成果が得られ
ることは間違いない。特に, インターネットを活用した企業の意思決定シス
テムや情報収集, 情報検索, 情報共有システムは企業変革に不可欠であり,
もし特定の企業がその企業経営システムの排他的独占権を得たとすれば, 計
り知れない企業競争力を取得することになる。
しかし, 上流と下流におけるビジネスモデル変革が予定通り進まない企業
が多いのが現状である。この原因のひとつは, 生産や研究開発部門が技術系
社員（理工系社員）主体であるのに対し, 一般的に上流と下流部門には主に
事務系社員（文科系社員）が配属されているためである。元来, 技術系社員
は新商品開発のように現状を変革することが主要業務であるが, 事務系社員
は変革することよりも企業の永続的な維持が主要業務である場合が多い。そ
のため, 事務系社員はビジネスモデルを変革した経験がなく, これが上流と
下流部門におけるビジネスモデル変革が進まない原因と考えられる。
Ⅴ 経営・IT・知財の複能型人材の育成
1998年の米国ステートストリート事件判決以降, 日本企業はビジネスモデ
ル特許取得を積極的に推進しているが, これは日本企業に発明者の飛躍的な
拡大をもたらした。すなわち, 従来の特許発明者は, 研究開発部門や生産管
理部門や品質管理部門等のいわゆる技術系部門（理工系部門）がほとんどで
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あったが, ビジネスモデル特許に関しては, それ以前まで特許とは全く無縁
であった経営, 会計, 販売, 営業などの事務系部門（文科系部門）へ発明者
層を拡大することとなった。
ところが, ビジネスモデル特許を発明しなければならない事務系社員は,
一般的には販売や営業や物流部門に従事する経済学部や経営学部等の卒業者
であり, 特許などの知的財産に大きな抵抗感を持ち, 企業のビジネスモデル
特許推進に少なからず混乱をもたらしている。たとえ法学部出身者でも知的
財産法をほとんど勉強したことがないのが現状である。
また, 事務系社員は, 研究開発などの技術系社員に比べ特許などの知的財
産に対するモチベーションが一般的に低い。研究開発や生産部門の技術系社
員は特許などの知的財産を他社に先駆けて取得することで評価され, 昇進や
昇給が行われる人事システムになっているが, 事務系社員は販売や営業など
の具体的な目標達成度合で評価され, たとえ他社に先駆けてビジネスモデル
特許を取得しても高く評価されることはなく, これが事務系社員のモチベー
ションの低さの原因と考えられる。
ビジネスモデル特許を出願するために事務系社員に要求される知識は, 次
の３点と考えられる。
１） 実際のビジネス活動を論理的に分析できる経営学に関する知識
２） インターネットなどの最新の情報技術に関する知識
３） 特許法や著作権法などの知的財産に関する法律知識
このような３点の知識を持った複能型人材は, 現実の企業ではほとんど皆
無であり, 新たに人材育成が必要な企業がほとんどである。
しかし, その人材育成は難しく, それぞれの知識を習得することすら容易
ではない。例えば, 実際のビジネスを長年担当している人でも, そのビジネ
スの課題を的確に説明でき, 論理的に自分の業務を分析できる人はあまり多
くない。また, 知的財産に関する勉強は, 特許法, 特許明細書の書き方, ビ
ジネス方法発明に関する審査基準, コンピュータソフトウェア関連発明の審
査基準などの幅広い基礎知識を理解していることが必須となる。また, 情報
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技術は日々変化しており, 最新技術を習得している必要がある。
更に, 経営・IT・知財の知識をそれぞれ独立に持っているだけでは, 新し
いビジネスモデルを生み出すことはできない。成功するビジネスモデルを生
み出す人は, 経営・IT・知財の知識を十分理解するだけにとどまらず, それ
ぞれの境界を打ち破り, 経営・IT・知財のそれぞれの知識を有機的に融合さ
せることにより, 新しいビジネスモデルを誕生させている例が多い。すなわ
ち, 有機的な融合とは, １＋１＝２ではなく, １＋１＝２プラスαになるよ
うに, 経営・IT・知財の異質な分野を融合させ「新たなプラスα」を創造す
ることであり, これが新しいビジネスモデルを誕生させる唯一の近道である。
また, これが経営・IT・知財の知識を別々に持った数名のグループで行う日
本型分業を許さない理由でもある。
しかし, 経営・IT・知財の学習は長時間を要するため, 企業の社内教育に
よる人材育成には適さない。一方, 日本の大学には, 経営・IT・知財を有機
的に教育するカリキュラムは今のところ存在しない。その理由は, この教育
カリキュラムが経営学部と情報工学部と法学部の３学部を横断するため, そ
の実施が容易ではないためである。一部の大学で, この問題に対応するため
の努力がみられるが, これらは理系学生や理系社会人を対象にした知的財産
教育がほとんどであり, 日本の企業ニーズを満足させる人材育成には不十分
と言わざるを得ない。当面, 企業内の社員教育や社外からのアウトソーシン
グが主体となると考えられる。
そこで, 事務系社員のための経営・IT・知財の知識を持った複能型人材や
異質な分野を融合させた学際型コーディネータのための育成プログラムを次
に提案する。
【事務系社員のモチベーション向上】
１）事務系社員への昇進・昇格・昇給・特別賞与などの特別報酬制度を新設
する。
２）事務系社員への社長表彰などの表彰制度を新設し, 事務系社員の自己実
現欲求を尊重した人事評価制度に改める。
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【経営・IT・知財の知識を持った複能型人材の優遇】
３）事務系社員の中から選抜して, 国内または外国への留学により経営, IT,
知財を持った複能型専門家を育成し優遇する。
４）知的財産部門に社内弁理士を含めた優秀な人材を集め, 営業部門や情報
システム部門に兼務させ, 知的財産部門から複能型人材を育成し優遇す
る。
【異質な分野を融合させた学際型コーディネータの育成】
５）事務系社員と技術系社員が一同に会する「合同ビジネスモデル討論会」
を開催し, お互いの知識や課題を融合させる場を設ける。
６）事務系部門, 情報技術に強いシステム部門, 知的財産部門が一同に集ま
る「アイデア充実化検討会議」を開催し, 部門の垣根を低くする。
７）社内の異分野交流会を開催し, 自主的に異分野の社員が融合しあう社風
を構築し,「異分野交流リーダー」を育成する。
【事務系社員を対象にしたビジネスモデル特許講習会の開催】
８）ビジネスモデル特許の取得の仕方を具体的に説明し, 特許明細書を作成
する。
９）自社のビジネスモデル特許が, 自社の業務に及ぼす影響を事務系社員へ
分かりやすい言葉で説明しビジネスモデル特許の重要性を理解してもら
う。
10）特許事務所の弁理士（できれば文科系出身の弁理士が望ましい）に事務
系社員のための講習会の講師を依頼し, 事務系社員と弁理士が直接相談
できる体制を構築する。
【知的財産リスク分析講習会の開催】
11）「リスク分析講習会」を開催し, 身近なビジネス自体が他社の登録特許
となり, 自社の仕事ができなくなるリスクを説明する。
12）他社の攻撃により自社特許が無効化され, 営業や販売などの事務系社員
の担当するビジネスに支障が生じるリスクを説明する。
13）自社ビジネスが独占禁止法や不正競争防止法や著作権法に違反するリス
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クについて説明する。
14）ライセンシーの会社が違反し, 自社が被害を受ける知的財産リスクを説
明する。
15）ライセンスの契約内容が, 自社のビジネスの成長を阻害するリスクを説
明する。
【ビジネスモデル作成会の開催】
16）自分の属する部門の従来のビジネスモデルとその問題点や改善すべき課
題を書き出すなどの具体的なビジネスモデル作成会を開催する。
17）知的財産部門が, 事務系部門における着想段階のアイデアを抽出し, そ
の課題と解決手段をキーに全体システム図やフローチャートを作成し,
具体的なビジネスモデルを作成するところを事務系社員に紹介する。
Ⅵ ま と め
本稿は, 企業の付加価値源泉が従来の製造や研究開発部門から経営やマネ
ジメントなどの上流部門と営業や物流などの下流部門へ移行していることを
明確にするとともに, インターネットを活用した「企業経営変革型ビジネス
モデル」｢透明性と開放性に優れた人事管理ビジネスモデル」｢イノベーショ
ン創造型経営ビジネスモデル」｢コラボレーション型ビジネスモデル」｢カス
タマイズ型ビジネスモデル」などの新しく誕生したビジネスモデルを明らか
にすることに成功した。
また, 更なる日本企業の発展のためには, 経営と知財と ITとを持った複
能型人材の育成と, 異質な分野を融合させる能力を持った学際型コーディネ
ータの育成が不可欠であり, 企業における人材育成プログラムについて考察
した。今後, 大学などの教育システムも含めて, 経営と知財と ITを持った
複能型人材育成に関する研究をさらに深めたい。
（むらやま・ひろし／経営学部教授／2003年９月29日受理）
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An Innovation Study on Management Information (1)
Hiroshi MURAYAMA
In this paper, the new businesses which utilized the newest information tech-
nologies, such as the Internet are analyzed and considered. While the business
method patents booming, many companies and inventors competed for patent ap-
plications enthusiastically. But the acquisition activities of the business method
patents are calmed down now. We think that is the reason why there are few
talented people who carry out patent applications of the newly created busi-
nesses. Although the administrative staffs who are persons with an arts back-
ground have to apply for business method patents, they do not accelerate the
acquisition activities of business method patents, because their businesses were
unrelated to the patents and they have not studied the intellectual properties.
We conclude that the training for the triple abilities type talented people who
master management, intellectual properties, and information technologies is nec-
essary for acquisition of the business method patents. In this paper, the indispen-
sable educational programs are also suggested.
